
○近江八幡市空き家情報バンク設置要綱 

平成２９年１１月６日 

告示第２３０号 

改正 令和元年１０月１日告示第１２１号 

令和２年３月１３日告示第４３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、近江八幡市空家等対策の推進に関する条例（平成２８年近江八

幡市条例第３８号）及び近江八幡市空家等対策計画（空家等対策の推進に関する特

別措置法（平成２６年法律第１２７号）第６条に規定する空家等対策計画をいう。）

に基づき、本市における利用可能な空家等の情報収集及び情報発信を行い、並びに

当該空家等を有効活用することにより、本市への移住及び定住の促進を図り、もっ

て地域の活性化及び空家等の増加を抑制するため、近江八幡市空き家情報バンク（以

下「空き家情報バンク」という。）の設置に関し必要な事項を定めるものとする。 

（令元告示１２１・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 空家等 市内に存在する一戸建て住宅及び併用住宅であって現に居住して

いない（近く居住しなくなる予定のものを含む。）建物及びその敷地又は当該建

物が除却された跡地（第４条の規定による空き家情報バンクの登録をしようとす

るとき現に建物が存在する土地をいい、既に更地である土地は含まない。）をい

う。ただし、建物が長屋、共同住宅若しくは店舗のみである場合又は国若しくは

地方公共団体が所有し、若しくは管理するものを除く。 

（２） 所有者等 空家等に係る所有権その他の権利により当該空家等の売買、賃

貸等を行うことができる者をいう。 

（３） 空き家情報バンク 空家等の売買、賃貸等を希望する当該空家等の所有者

等から申込みを受けた情報を、空家等の利用を希望する者（以下「利用希望者」

という。）に対し、情報提供を行う仕組みをいう。 



（４） 事業者 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６

号）第３条第１項の免許を受けて宅地建物取引業を営む者をいう。）のうち、空

き家情報バンクの運営に関する協定（近江八幡市空き家情報バンク登録制度媒介

に関する協定。以下「協定」という。）を締結している組織に加盟するものをい

う。 

（５） 媒介業務等 第５条第１項の規定による空き家情報バンクの物件登録台帳

に登録された空家等をあっせんするために行う物件調査、図面等の作成、現地見

学の調整、立会、交渉、重要事項説明、契約その他不動産取引に関する全ての業

務をいう。 

（物件登録者の資格） 

第３条 空き家情報バンクに物件の登録をすることができる者は、登録を希望する物

件（以下「登録希望物件」という。）の所有者、相続人又は所有者若しくは相続人

の同意を得た者であって、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

（１） 市税を滞納している者 

（２） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下この条において「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団

をいう。） 

（３） 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。） 

（４） 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、

直接的若しくは積極的に暴力団の維持又は運営に協力又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 第２号から前号までのいずれかに該当する者であることを知りながら、こ

れを不当に利用するなどしている者 

（登録申込み） 

第４条 空き家情報バンクに物件の登録をしようとする者（以下「物件登録希望者」

という。）は、次に掲げる書類を市長に提出するものとする。 



（１） 空き家情報バンク物件登録申込書（別記様式第１号） 

（２） 空き家情報バンク物件登録カード（別記様式第２号） 

（３） 市税納付状況調査同意書（別記様式第３号） 

（４） 物件登録希望者本人であることを証明する書類（保険証、自動車免許証等）

の写し 

（５） 登録希望物件に係る建物及び土地の全部事項証明書又は所有権を証明でき

る書類（固定資産税納税通知書等）の写し 

（６） 登録希望物件に係る図面（配置図、土地利用図等）及び外観写真のデータ 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（令２告示４３・一部改正） 

（物件の登録等） 

第５条 市長は、前条の規定による登録の申込みがあった場合は、その内容等を審査

し、適当であると認めたときは、別に定める空き家情報バンク物件登録台帳（以下

「物件台帳」という。）に当該登録希望物件を登録するものとする。 

２ 物件登録希望者が登記名義人でない場合において、当該登記名義人の相続関係図

等により物件登録希望者と登記名義人の関係が明らかであると認めたときは、市長

は、前項の手続を行うものとする。 

３ 物件の登録期間は、２年間とする。ただし、登録期間中に再度登録の申込みがあ

ったときは、２年間延長することができる。 

４ 市長は、前項の規定による登録を行ったときは、空き家情報バンク物件登録完了

書（別記様式第４号）により物件登録希望者及び協定を締結している組織に通知す

るものとする。 

５ 市長は、第１項の規定により物件台帳に登録した事項（以下「物件登録事項」と

いう。）のうち必要な事項を市のホームページ等に掲載し、利用希望者の閲覧に供

するものとする。ただし、物件登録希望者がホームページ等の掲載を拒否したとき

は、この限りでない。 

６ 市長は、第１項の規定による登録のない空家等において、物件台帳に登録するこ

とが適当であると認めた場合は、空家等の所有者等に対して物件台帳への登録を勧



奨することができる。 

（物件登録事項の変更） 

第６条 前条第４項の規定による通知を受けた物件登録希望者（以下「物件登録者」

という。）は、物件台帳の登録事項（以下「物件登録事項」という。）に変更があ

ったときは、空き家情報バンク物件登録変更届出書（別記様式第５号）に物件登録

事項の変更内容を記載した登録カードを添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届出書の提出があったときは、変更内容を確認の上、物件登録事

項を変更するとともに、空き家情報バンク物件登録変更完了通知書（別記様式第６

号）により物件登録者及び協定を締結している組織に通知するものとする。 

（物件登録事項の取消し） 

第７条 空き家情報バンクの物件の登録の取消しを希望する物件登録希望者は、空き

家情報バンク物件登録取消し申出書（別記様式第７号）を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の申出書の提出があったときは、物件登録事項を物件台帳及び市の

ホームページ等から削除するとともに、空き家情報バンク物件登録取消し通知書（別

記様式第８号）により物件登録者及び協定を締結している組織に通知するものとす

る。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、登録

を取り消し、物件登録者及び協定を締結している組織に通知するものとする。 

（１） 登録延長の申請がなく物件の登録期間の２年が経過したとき。 

（２） 物件登録者が第３条各号に掲げる者となったとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、物件台帳に登録することが不適当であると認

めたとき。 

（利用希望者の資格） 

第８条 空き家情報バンクに登録された物件の利用希望者は、次の各号のいずれにも

該当する者でなければならない。 

（１） 第３条各号に掲げる者でないこと。 

（２） 空家等を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害する



おそれがないこと。 

（３） 空家等に定住し、又は定期的に滞在し、若しくは利活用しようとする者で

あること。 

（令元告示１２１・一部改正） 

（利用登録） 

第９条 空き家情報バンクに登録された情報の提供を受けようとする利用希望者は、

次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 空き家情報バンク利用登録申込書（別記様式第９号） 

（２） 空き家情報バンク利用誓約書（別記様式第１０号） 

（３） 市税納付状況調査同意書 

（４） 利用希望者本人であることを証明する書類の写し 

２ 市長は、前項の申込書の提出があった場合は、その内容等を審査し、適切である

と認めたときは、別に定める空き家情報バンク利用希望者登録台帳（以下「利用者

台帳」という。）に当該利用希望者を登録するものとする。 

３ 利用希望者の登録期間は、２年間とする。 

４ 市長は、前項の規定による登録を行ったときは、空き家情報バンク利用登録完了

通知書（別記様式第１１号）により利用希望者及び協定を締結している組織に通知

するものとする。 

（令２告示４３・一部改正） 

（利用登録事項の変更の届出） 

第１０条 前条第４項の規定による通知を受けた利用希望者（以下「利用登録者」と

いう。）は、利用者台帳の登録事項（以下「利用登録事項」という。）に変更があ

ったときは、空き家情報バンク利用登録変更届出書（別記様式第１２号）を市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届出書の提出があったときは、変更内容を確認の上、利用登録事

項を変更するとともに、空き家情報バンク利用登録変更完了通知書（別記様式第１

３号）により利用登録者及び協定を締結している組織に通知するものとする。 

（利用登録事項の登録の取消し） 



第１１条 空き家情報バンクの利用の登録の取消しを希望する利用登録者は、空き家

情報バンク利用登録取消し申出書（別記様式第１４号）を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の申出書の提出があったときは、利用登録事項を利用者台帳から削

除するとともに、空き家情報バンク利用登録取消し通知書（別記様式第１５号）に

より利用登録者及び協定を締結している組織に通知するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、登録

を取り消し、利用登録者及び協定を締結している組織に通知するものとする。 

（１） 利用登録者が第８条各号の要件を満たさなくなったと認められるとき。 

（２） 第９条の申込書若しくは誓約書又は前条第１項の届出書に虚偽の記載があ

ったとき。 

（３） 利用希望者の登録期間の２年が経過したとき。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、利用者台帳に登録することが不適当であると

認めたとき。 

（事業者の責務） 

第１２条 事業者は、媒介業務等を行うに当たっては、次に掲げる事項に留意しなけ

ればならない。 

（１） 制度の趣旨に基づき、物件登録者及び利用登録者の信頼を損なうことがな

いよう誠心誠意対応すること。 

（２） 媒介業務等に関する苦情、紛争等が発生した場合は、自らの責任において

処理すること。 

（３） 媒介業務等を依頼された場合は、物件登録者との交渉又は物件登録者及び

利用登録者との交渉を行い、その結果を物件交渉結果報告書（別記様式第１６号）

により市長に報告すること。 

（４） 物件の空き家情報バンク登録日から２週間は、物件登録者との直接契約は

行わず、利用希望者を募ること。 

（令元告示１２１・一部改正） 

（媒介業務等の報酬） 



第１３条 媒介業務等により取引が成立した場合に事業者が受け取ることができる報

酬は、宅地建物取引業法第４６条第１項の規定により国土交通大臣が定める額の範

囲内とする。 

（契約の締結） 

第１４条 登録物件の売買、賃貸等に関する交渉及び契約の締結は、事業者によるも

のとし、市長は直接関与しないものとする。 

（個人情報の取扱い） 

第１５条 物件登録者、利用登録者及び事業者は、物件台帳又は利用者台帳から知り

得た個人情報（以下「個人情報」という。）を取り扱うに当たり、近江八幡市個人

情報保護条例（平成２２年近江八幡市条例第１５号）及び次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

（１） 個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないこと。 

（２） 個人情報をみだりに複写し、又は複製しないこと。 

（３） 個人情報を滅失することのないよう適正に管理すること。 

（４） 保有する必要がなくなった個人情報を確実かつ速やかに廃棄し、又は消去

すること。 

（５） 個人情報の漏えい、滅失等の事故が発生したときは、速やかに市長に報告

し、その指示に従うこと。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（令和元年告示第１２１号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（令和２年告示第４３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第４条関係） 

（令２告示４３・全改） 

別記様式第２号（第４条関係） 

別記様式第３号（第４条、第９条関係） 

（令２告示４３・一部改正） 

別記様式第４号（第５条関係） 

別記様式第５号（第６条関係） 

別記様式第６号（第６条関係） 

別記様式第７号（第７条関係） 

別記様式第８号（第７条関係） 

別記様式第９号（第９条関係） 

別記様式第１０号（第９条関係） 

（令２告示４３・全改） 

別記様式第１１号（第９条関係） 

（令２告示４３・一部改正） 

別記様式第１２号（第１０条関係） 

別記様式第１３号（第１０条関係） 

別記様式第１４号（第１１条関係） 

別記様式第１５号（第１１条関係） 

別記様式第１６号（第１２条関係） 

 


